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企業の継続的な価値創造力と
人間社会の持続性は表裏一体

遠藤　近年はVUCA＊の時代といわれま
すが、事業環境の先が見えないことが
企業経営にとって言い訳になっている
とも感じられます。しかし、「VUCA」を
生み出しているのは人間および人間社
会であり、人間や人間社会の本質に深
く迫ることこそが、企業の方向性を見
いだす方策ではないか、という問題意
識から原点に戻って企業経営のありよ
うを考えてみようというのが、白書を
まとめるにあたってのトリガーでした。
　企業は人間社会に価値を創造する機
関であり、価値は人間と人間社会を理
解しなければ提供できず、提供する価
値が人間社会に役に立たなければ企業
は継続できません。企業が｢人間および
人間社会の本質的欲求｣を真に理解し
て、VUCAの下でも自らの方向を定めて
価値創造をすることが、SDGsやESGに
もかなう企業経営の本質です。
　そして「継続的な価値創造力」を備え
ることとともに、人々に対し価値創造
の場を継続的に提供すること（雇用）が
企業の責務です。提供した価値が人間

社会の「持続性」に貢献したと認められ
ると、企業は自らの「継続性」を維持で
きます。人間社会の「持続性」と企業の

「継続性」は表裏一体の関係にあります。
寺 田　「 グ レ ー ト リ セ ッ ト（Great 
Reset）」の必要性が指摘される中で、白
書は企業の価値を見直す契機になると
も感じています。社会や地球環境も含
めた全体の最適解を目指すことで、結
果的に人間の本能を刺激し、快適で便
利で社会に受け入れられる製品やサー
ビスを作れるはずです。日本企業が世
界で勝てる方法を掘り下げる意味でも、
この白書を良いきっかけにしたいと思
います。

人間の本質的欲求を知ることが
価値創造の原点

遠藤　「経営者意識調査」では、上述の
ような問題意識に沿った質問項目を作
成しました。510人（うち会員286人）も
の多数の回答からは、経営者が人間お
よび人間社会の本質的欲求を知ること
が価値創造の原点だと強く意識してい
ることが分かりました。
寺田　価値創造に関するフリーコメン

トへの回答では、リーダーシップを自
ら発揮する必要性、それを理解して実
際の価値創造に向かう人材の育成と組
織文化についての回答が多くありまし
た。こうした意見や経営者へのインタ
ビューを踏まえ委員会でさらに議論を
重ねた結果、白書は経営者の集合知に
なったともいえます。日本のほぼ全て
の産業・企業に当てはまる道筋を示し
たのではないかと思います。白書をⅣ
部まで通読し、再びⅠ部に戻っていた
だくと、より全てがインタラクティブ
につながっている形になります。

全体最適の視点で価値創造する
バリュー・クリエーション・チェーン

遠藤　DXが進み大量のデータをリアル
タイムで扱えるようになった結果、全
体最適型のソリューションの可能性が
見えてきました。全体最適の価値創造
は単独企業ではなく、高度な能力を持
つ複数の企業群がバリュー・クリエー
ション・チェーンを形成し行うように
なるでしょう。これは、そのチェーン
に入れないと企業は価値をつくれなく
なることを意味します。こうした点か
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ら、企業はどういう価値を創造し続け
られるのかを、より問われることにな
ります。世界では、すでに“Smart X”

（Xには、例えばEnvironment、Ener-
gy、Healthcare、Mobility、Societyと
いう言葉が入る）と呼ばれるソリュー
ション提供の試みが始まっていますが、
この「スマート」という言葉が表す中身
が、実は「全体最適」そのものです。白
書を一読いただき、自分たちの企業の
現状をもう一度見直していただきたい
と思います。
寺田　私が一番感じているのは、日本
全体が少しぬるま湯的感覚に浸ってい
るのではないかということです。価値
を最大限提供し続けることが企業の役
目であり、この意味でベストを追求で
きているかを日本社会や企業は今一度
考えてみる必要があるのではないで
しょうか。
　今回、多くの企業の経営者の方々に
ご協力を得たことに感謝します。白書
が企業変革のきっかけとなり具体的行
動の第一歩になれば幸いです。ご活用
いただきたく存じます。

4. 価値創造力の強化に向けた企業変革と環境整備の加速を

3. 世界に比べて低いデジタルに関する危機感 −DXの本質を理解して価値創造の主導を

2. 「ステークホルダー資本主義」は企業の人間社会に対する価値貢献そのものである
 　 −株主を含めた幅広いステークホルダーに価値を提供し、共感を得る経営を

1. VUCAの時代だからこそ、企業が人間社会の長期ビジョンを描く
 　−デジタル技術などが可能にする人間社会の「全体最適解」を、複数の企業群が連携して
　　 価値創造を目指す「バリュー・クリエーション・チェーン」で実現

『企業白書』は経済同友会が1982年より始
めた「民間版白書」であり、これまで、「社会
的責任経営」「新・日本流経営」「持続可能な経
営」のあり方などを提唱してきた。
『第18回企業白書』では、新型コロナウイ
ルスの感染拡大、デジタル化の進展、カーボ
ンニュートラルへの挑戦など、企業が非連続

な環境変化に直面する中で、あらためて人間
社会における企業の存在意義に立ち返り、人
間および人間社会の本質的欲求に迫る価値創
造の必要性と価値創造力強化を訴えた。取り
まとめにあたっては、経済同友会および東証
１部上場企業の経営者の意識調査を実施し、
510人からの貴重な回答を得た。
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●�企業の原点は人間および人間社会、そして
その本質的欲求を真に理解し、「継続的な価
値創造力」を備えること、価値創造の場を
「継続的に提供」することである。
●�人 間および人間社会の本質的欲求
（Essential Human & Social Desires）
は、現象として把握される表面的な市場ニー
ズのさらに内側にあり、人間および人間社
会の本質的欲求に迫れば迫るほど、より大
きな価値を生み出すイノベーションにつな
がる。SDGsは人間社会の本質的欲求その
ものであり、企業によるSDGs推進は単な
る社会貢献活動ではなく、人間社会の本質
的欲求を捉えた価値創造そのものである。
●�人間社会にとって最も重要な「持続性」（サ
スティナビリティ）は、企業の継続的価値

創造によって支えられ、企業の「継続性」は
人間社会に提供した価値が人間社会の「持
続性」に貢献したと認められると維持でき、
人間社会の「持続性」と企業の「継続性」は
表裏一体の関係にある。このため、人間社会
の持続性を支える企業には、「人間社会の長
期ビジョン」を描くという重い役割がある。
●�人間社会の大きな課題解決には、関連する
要素全てを包含した「全体最適解」を人間社
会 の 長 期 ビ ジ ョ ン やKGI（Key Goal 
Indicator） として示すことが必要である。
そして、業界を超えた企業群による「バ
リュー・クリエーション・チェーン」を構築
し、ステークホルダーを巻き込み「全体最
適解」を実現することで、企業は人間社会に
貢献し続けることができる。

●�世界の90％の経営者は、デジタル・ディス
ラプションを「変革的なインパクトが大きい」
と認識。一方、「重大な影響がある」と認識し
ている日本の経営者は16％にとどまる（IMD
調査、経営者意識調査）。デジタル技術のリ
アルタイム性、ダイナミック性、リモート
性は価値創造のあり方を変える。「データ」を

価値源泉として多種大量のデータに直接ア
クセスし価値を創造する「データ社会」への
移行が進み、専門能力を持つ複数の企業・
個人が、バリュー・クリエーション・チェー
ンやデータ連携を通じた全体最適の価値創
造が可能になる。

●�近年脚光を浴びている「ステークホルダー
資本主義」は、「企業は人間社会に対する価
値貢献の主体である」という考え方そのも
のである。
●�経営者意識調査によると、現状、企業はス
テークホルダーに自信を持って価値を提供

できているとは必ずしも言えない。より人
間社会の本質に迫るとともに、経営者とし
て信念を持ってステークホルダーに説明を
尽くす、非財務面も含めて真に企業が評価
される仕組み作りを進めることが求められ
る。

●�企業の継続的な価値創造力強化に向け、
リーダーシップ、組織・企業文化、人材、
オープンイノベーションの各分野で、抜本
的な変革を進めることが重要である。

●�同時に、環境変化の中で時代にそぐわなく
なった制度改革や、新たな時代にふさわし
い制度構築・ルール整備として、労働市場
改革、教育改革、データ連携・利活用の環
境整備、国際標準化戦略が不可欠である。

企業白書　第Ⅰ部（提言）のポイント


